























われわれがすでに考察した経営者ボ ー ナ ス制度（executive bonus plans）
の問題を より明確に理解しようとする場合，経営者ボーナス制度の発生以前
からその原型の1 つとして発達してきたといわれる現 代 の 利 潤 分 配 制 度































ジソソ両大統領時代の財務長官であ っ た ギ ャ レ チ ソ（Albert Gallatin）が1794
年にペンシルヴァニア州のニュー・ジェネヅアにある彼のガラス工場で
採用したものであるといわれている。その後，オハイオ州シンシナティの洗
濯用品を製造しているプロクター・ギ十ソブル会社（The Procter  &  GambleCompany
）が，1887 年に利潤分配を採用したが√それは， 今日アメリカに現
存している最も古い制度であるとじヽ う。その他の古い代表的制度としては，1912
年に採用したイーストマン・コダック社 （Eastman Kodak Company ）と1916
年に採用したシーアズ・T3 ―バック社（Sears, Roebuck and Company)
の2 つがあるが，それらは，今日においてもなお実施されている3)。 なお，NICB
 （National Industrial Conference Board） の調査結果によると,   1932年
に現存した利潤分配制度の創始時期は,   1900年以前が3 制度，1900－1914 年
迄が18flJ度，1915－1930 年までが56 制度となっている稲
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この よ うに ，利 潤分 配 制 度は 今世 紀 に 大 って着 実に 増 加す る傾 向を示 し て
きたの であ,るが ，そ の後 この制 度が 急 速 に発 展し た時 期 ぱ， 第二 次大 戦中お
よび戦後 であ った。 第1 図 は ，内 国歳 入法（Internal Revenue Code ）401 条 の
も とに 承 認され た 適格退 職 制度 数 の推 移に つい て 内国歳 入 局に よ り公表 され
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Meyer and Harland Fox, Profit    Sharing for Retirement Income,Management
 Record,  May 1960, p.  3.
制度であったといわれている。たとえば,   1937年にNICB の調査結果によ
ると，サンプル50制度のうち，被傭者の退職後まで据え置き支給する制度は
わずか2ffjiJ度にすぎなかったという5)。 ところが，。同じくNICB が 行った1948
年の調査結果によると，その状況はドラスチックに変化していた。すな
わち，サンプル167制度のうち，即時支給型は67制度であったのに対 し て。




























歳入法の改正 で1942年10月2 日) 以前に利用されていたものに限 ケモの後の継

































































％を保護しなければならな い。 加入資格要件は， 通常， 常雇い被傭者









以上は，据え置き利潤分配制度に関する1954年の内国歳入法の 関 係 規 定






























されるばかりではなく，他に均等雇用機会委員会（Equal Employment Oppor-tunity Commission
）や国家労働関係局（National Labor Relations Board）によ
っても調査されるのである。　
据え置き利潤分配制度が適。格性を認められるならば，その信託基金に関し
て，雇主と被傭者との両方に課税上の優遇措置が講じられる の で あ る。ま






















増 減 に よっ て一 定 し て い るわけ ではな く，そ こに利 潤 を 源泉 とす るこ の制度
の社 会的 ・福 祉的 制 度 とし て の1 つ の限 界があ るこ とは否 め たい であ ろ う。
そ れ故 ，企業 とし ては ，一 定 の拠 出 能力を 維持 す るた め の業 績 の達成 が 制度
の 存 続 のた め に不 可欠 であ り，そ の意 味では ， こ の制度 が 被 傭 者に対 す る刺
激 制 度 とし ての性 格を も有し てい る こ とにな るであろ う。 さ らに ， こ の制度
は ， 企業 の財 務的側 面 か らみ て，一定 の固定的 拠 出 につ い て の強 制力を もた
な い弾 力的 拠出 を可 能 にし てい るとい う観点 か らす れば ， 被 傭者 に対 す る保
障 制 度 とい うよりはむ しろ 基 本給 に付 加 され る臨 時的 報 酬 制度 として の性 格
を 有 し てい るこ とにな る。 した が っ て， この制度 は ，被 傭 者 に対 す る退 職後
の 生 活保障 を主 要 目的 の1 つ とし ていな が ら 乱 同時 に刺 激的 もし くは 臨時
的 報 酬 制度 とし ての 性格を も併せ て有し てい るこ とに な り，そ こに この 制度
が ，年 金制度 と同 様な 意味 にお け る福 祉制 度 とし て は 自ら 一定 の限 界が 存し
て い る ことに 注 意し なけ れば な らない 。
注　
1）Paul S.  Greenlaw and William D. Biggs, Modern Personnel    Manage-　　ment,
  1979,   p. 437.　2
）1889 年 の利潤分配に 関する国際 会議 は， 利潤分配につい て「被傭者があ ら か
じめ決定 された 利潤か らの分け 前を 受取ることについ て任意 に 結ば れ た協定」で
あ ると定義 してい る。　　　T.
 D.  Dunn and F. M. Rachel, Wage  and Salary  Administration,    1971,　
p. 261,　3
）Paul s. Greenlaw and William D. Biggs,  ibid・，p. 437.　4
） 増地 庸治郎，賃銀論，昭和18 年，87頁レ　5
）Profit Sharing and Ather Supplementary Compensation Covering Wage　　Earners,
 Studies  in Personnel  Policy, No.  2,   1937.   by F.  Beatrice Brower ，
Development in Profit Sharing,    Management　Record,    May 1954,    p.  183.　6
）F.  Beatrice Brower, Profit Sharing　for　Workers,    Studies　in  personnel　　policy,
 No.  97.   National Industrial Conference Board, 1948,    p. 5.　7
）Paul s. Greenlaw and William D. Biggs,   ibid.,  p. 437.　8
）Elizabeth Lanham, Administration  of  Wages  and  Salaries, 1963, p. 352.　9
）Paul s. Greenlaw and William. D. Biggs, ibid.,  p. 480.10
）Mitchell Meyer and Harland Fox ， Profit Sharing for Retirement Income,　　Management
 Record, ］May 1960,   pp. 2-4.n
】Paul s. Greenlaw and William D. Biggs,  ibid・, p. 437.12
）Paul s. Greenlaw and William D. Biggs,   ibid., pp.  438 －439.　　　Leo Barnes and Stephen Feldman,
Handbook   of   Wealth   Management,　　1977,
   p. 63 －14.
128　　
13）Joseph J. Famularo,     Handbook　of　Modern   Personnel　Administration，
1972,   p.  39－2.　　14
）Les Barnes and Stephen Feldman ，ibid., p. 63-13,    14.   Paul s. Green-　　　　law and






れている利潤分配制度よりはかなり新しく， ア メ リ カにおける最初の制度，
は，United States Steel 社において1902年に創始されたものであるといわ
れている2)。　




















年 限 の長短 な りとせ り。 第3 案 に 在 りては ，仕 事 の性質 と仕 事 の成 績 とを標
準 とせ り。 各種 の株券分配 案 にあ りては 株券 所持 高如 何 に よりて特 別報 酬 の
多 寡を 決す るに反 し ， 各 種 の所 謂 現金 分配 案（勤続年数を標準とする）に 在 り
て は ，被用 者 の収 入 と， 其 の勤続年 限 との両つ を 標 準 とし て 特 別報 酬 の多 寡
を 決 せ り」‰ 企業 利潤 の増 減に直 接 連 動しな い こ の よ うな 制 度 は ， も と よ
り利 潤分配 原理 が 適用 せ られ るも の とはい えず 経営 者 ボ ーナ ス制 度や利 潤分
配 制 度 とは 全 く異 質 の一 種 の賃金 制 度 であ る といわ なけ れば な らな い。　
ところで ，経 営 者 ボーナ ス制度 の発 達や 構 造 につい ては従 来か らのわ れわ
牡 の考 察に よってす でに 明らかに した ところ であ り， また ，利 潤分配 制 度に
つ い て は，わが 国 におい てす でに多 くの紹介 や 検討 がな さ れ てい る。 し たが
っ て， ここでは ，両 制 度 の主 要な 構 造 態様を そ れ ら の実 態に 測し て比較 対照
し そ れぞ れ の特 異性 とそ れ らの類 似 陸につ い て 明らか に す る とと もに ，そ
れ ら の制度 間の関 連申 機能 につ い て も検討 す る こ とに した い 。　　
（1） 構 造 態 様にお け る特 異性 と類 似 性a　
両制度 の構 造 態様に おい てそ れぞ れ の特 異性が かな り明白 に表 れ てい
る とい う点 で まず 目に つ く ことは ，利 潤分配 の対 象 であ る。 経 営者 ボ ーナス
制 度（以下単にボーナス制度という） は， 一 般 に 最高 経営 者 ， 高級経 営 者お よ
び 他 の主要な 被 傭 者（top executives, high-level administrators and other　keyemployees
）にそ の対 象を 限定 し てい るが4）， 利 潤分配 制 度 は，一 般 に大多 数
の 被 傭 者を そ の対 象 とし てお り，そ し て大 部分 の制 度 は経営 者階層 を も包含
し て い るo
利 潤分配 制 度にお い て， 全被 傭 者に 参加 資 格を 与 え てい な い制 度り 場 合に
は ，一般に 参 加者 の資 格 ，待 機 期 間，年 齢等につ い て一 定 の制約を 設け てい
る のが 実冑であ る。 古 い資 料 ではあ るが，NICE の 調査結 果 に よると，サ ン
プ ル167 制 度 の うち 全被 傭 者に 参加 資 格を 与 え てい ない 制度 は43.1 ％を 占め
てい る砿 そ の主 た る ものは， パ ー トタイ ムの被 傭 者を 除 外 し てい る制度が20.3
％，取 締 役 ，役員 ，管 理 者お よび セ ール スマ ンを す べ て除 外し てい る制
度 は 約Q  ％ とな っ てい る。 そ の うち ， パ ート タイ マ ーを 参 加資 格 か ら除 外し
てい る制度 は， 内 国歳 入法 の適 格要 件 と の関連 か ら ，モ0 殆 ん どは据 え置 き
型 制 度であ る。 また， 経 営者（executives）と一 般 労働 者 と の間に そ れぞ れ 別



















いる制度は約5 ％に過ぎない。この傾向は，1959 年のNICB の 調査結果と1979



























が1948 年に公表した調査結果によると，利潤分配基準を， す べ ての
参加者のサラI) ー総額に対する各人のサラリーの割合とする制度は，サンプ










































































































（deferred full vesting） を行なう制度は， 一定のそれらの年数や年齢等に比
例してその権利の取得範囲を増加せし め て い く傾斜式据え置き帰属制（de・ferred
graded vesting）を行なう制度に比較して非常に少なく， そ の大部分
の制度は，後者の帰属制で占められている。たとえば，い ま加入年数にもと
づく制度（76）の年数を勤続年数に換算し， そして，それを勤続年数にもと





までの範囲であり，そのなかで,  10年（sm 度），11年（13制度），12年と20年
（各12制度）の制度が比較的多く半数以上を占めていた。 その他の8 制度は，





























































































き る か ら で あ る 。　b　
次 に ， 両 制 度 に お け る 典 型 的 な 類 似 点 と し て ， 利 潤 分 配 基 金 の 算 定 方
式 を あ げ る こ と が で き よ う 。 基 金 の 算 定 は ， 大 部 分 の 制 度 に お い て 既 定 の 方
式 に よ り 行 わ れ る が ， そ の 方 式 を 大 別 す る と バ1) 利 潤 か ら の 一 定 率 の 拠 出 ，(2)
資 本 に 必 要 と さ れ る 金 額 ， す な わ ち 配 当 金 あ る い は 準 備 金 等 を 事 前 に 控 除
し た 後 の 余 剰 利 潤 の 一 定 率 の 拠 出>    (3)利 潤 の 増 額 に 照 応 し た 各 種 の 既 定 の 比
率 で 利 潤 の 一 部 を 拠 出 す る ス ラ イ デ ィ ン グ ・ ス ケ ー ル の 方 式 の3 つ に 区 分 す
る こ と が で き る で あ ろ う 。　
まず ， 利 潤 分 配 制 度 に お け る そ れ ら の 方 式 の 利 用 状 況 は ， 上 述 の 利 潤 分 配
調 査 財 団 に よ っ て か な り 詳 し く 調 査 さ れ て い る・。 そ の 結 果 を 要 約 す る と ， サ
ン プ ル118 の 即 時 支 給 型 制 度 に お い て は ，(1) の 利 潤 の 一 定 比 率 を 拠 出 す る 制
度 が 最 も 多 く(47 制 度) ， そ の 拠 出 額 は ， 最 も 多 く の 制 度 に お い て25 ％ の 比 率
で あ っ た 。(2) の 事 前 留 保 後 の 利 潤 の 一 定 率 を 拠 出 す る 制 度 は そ の 次 に 多 く
(41 制 度) ， ま た ， そ の 拠 出 額 は50 ％ と い う 比 率 が 最 も 多 く の 制 度 に よ っ て 用
い ら れ て い た 。 そ し て ，(3) の ス ラ イ デ ィ ン グ ・ ス ケ ー ル の 方 式 を 採 斤 し て い
る 制 度 は ，(1) と(2) の 方 式 を 利 用 し て い る 制 度 数 の9 分 の1 に 過 ぎ な か っ
た31) 。　　　
■　　　　　　　　　■　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■
ま た ， 据 え 置 き 利 潤 分 配 制 度 に お い て は ， そ の 大 部 分 が 適 格 制 度 で あ る た
め ， 雇 主 拠 出 額 が 全 参 加 者 の 給 与 総 額 の 最 高15 ％ に 制 限 さ れ て い る こ と か
ら ， か な り 多 く の 制 度 が10 ％ あ る い は13 ％ と い う 拠 出 比 率 を 規 定 し て い た 。
サ ン プ ル139 制 度 の う ち ，(1) の 方 式 を 採 用 し て い る 制 度 が 最 も 多 く(42 制 度) √
そ し て ， そ の 拠 出 額 の 比 率 は10 ％ と い う 制 度 が 最 も 多 く を 占 め て い た 。(2) の
方 式 を 採 用 し て い る 制 度 数 は ，(1) の 方 式 の そ れ ら よ り わ ず か に 少 な く(41 制
度) ， そ の 拠 出 比 率 は ，25 ％ と い う 制 度 が 最 も 多 く ， 次 が10% と い う 制 度 で
あ っ た 。 そ し て ，(3) の 方 式 を 採 用 し て い る 制 度 は ，(1) と(2) の 方 式 の4 分 の1
に 過 ぎ な か っ た 。 さ ら に ， 混 合 制 度 に お い て は(43 制 度) ， そ の 拠 出 額 の 比 率
が 上 述 の 即 時 支 給 型 制 度 と 据 え 置 き 型 制 度 と に お い て 示 し た も の と 大 き な 違
い は な い 。 し か し,    (3)の 方 式 を 採 用 し て い る 制 度 は ，(1) と(2) の 方 式 を 採 用 し
て い る 制 度 の 約3 分 の1 を 占 め て い た32) 。　
以 上 の 利 潤 分 配 制 度 に お け る 基 金 の 算 定 方 式 は ， ボ ー ナ ス 制 度 に お い て も
ほ ぼ 同 様 の 方 式 で 実 施 さ れ て い る 。 た だ し ， ボ ー ナ ス 制 度 に お け る そ れ ら の
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方 式 の利 用状 況 は，即時 支 給型 と据 え置 き型 制 度 とに分 離し てそ れぞ れ の支
給 方法に した が って基 金を 算定 す る とい う方法を とってい るわけ では ない の
で ，そ の点に 関す る限 り，利 潤分 配 制 度 との厳 密 な対照 は不可 能 で あ る。NICB
の 調査 結果に よる と，(1)の方 式 は ，サ ン プル70 制度 の うち18 制度が採
用 し てお り，利 潤に対 す る基 金 の比 率 は1 －15 ％ の範 囲 であ るが ，多 くの制
度は3 －6 ガ に集 ってい るo   (2)の方 式は ，全体 の70 が弱 の制 度に おい て採用
さ れてお り(48 制度)，そ の比 率 は4 －25 ％ の範 囲であ るが ， 最 も多 くの制度(15
制度) は10 ％ であ った 。(3)の方 式 は， 事 前 留保を す るか 否か と い う 点 で
は ，(1)と(2)の方式 に 属し てい る も のであ る が ， 制 度数で は 全体 の11 To   (x 制^
度) を占 め てい るに 過ぎな か った88)O ■　　　　　　
㎜　　　　　　　■　　　　　　　■
このよ うに み てくる と，両 制度 間 におけ る算定 方 式 の採 用状 況や 拠 出額 の
比 率には かな りの違い がみ られ る。 つ ま り， ボ ーナス制 度 におい て は ，利潤
分配 制度 と比 較し て事 前留 保後 の利 潤 の一 定 率を 配 分す る(2)の方式 の採用率
が 圧 倒的 に 高 く， また ，利 潤に対 す る基 金 の比率 は一 般 に低い。　
次に ，利 潤分配 額 の基本 給に 対 し て有 す る比 率 につい て， まず ，利 潤分配
制 度を み る と， 即時 支 給型 制 度で は 最 低1 ％か ら最 高105 が, 据 え置 き型 制
度 は1.3 ％か ら33 古 ％，そ し て混 合 制 度は3.4 ％か ら39 ％ まで の範 囲であ り，
そ れぞれ の制 度の中 位値 は10 ％,   10.25 ％ お よび15 ％ であ った34)。　こ 九 に対
し て，ボ ーナ ス制 度にお け る 比率 は ，経 営 者を階 層 別に み る と，役 員階 層で
は40 －44 ％に集 中し ， 中 間経 営 者階 層 では20 ―29 ％ の範 囲 に 集 中 し て い
た85)。両 制度 間0 かか る比 率 の対 比 は， 受給 対象 の違い か ら正 確に行 な うこ
とは できない が ，一 般に 経 営 者階 層 に対 す る ボ ーナス制 度 の比 率は ，大部 分
の 被傭者を対 象 とす る利 潤 分配 制 度 のそ れ より もは るか に 高い 傾 向を示 し て
い る。し かし ，俸 給ない し 基本 給 額が大 き くな るにし た が ってそ の比率 も高
くな るとい う傾 向は両 制度 に共 通し てい るわけ で ，そ の意味 では ， 経営 者階
層 に対す る両 制度 間 の差異 はか な り縮小 さ れてい る も0 と思わ れ る。　
さ らに ，上述 の基 金算 定 のた め の3 つ の方 式は ，制 度 数に おい て ，両 制 度
と も課税 後利 潤 よ り課 税 前利 潤 に 適用 す る割 合が 非 常に 高い とい うこ とであ
る。 た とえば ，上 述 の調 査財 団 の 調査 結果 に よる と ，利 潤分配 制 度では ， 即
時 支 給型 制度は2 対1, 据 免置 き型 制 度は4 -ly対1, そ し て混 合 制度は3 対1









































利潤分配制度は，伝統的に組織労働者によって反対されてき た が， そ れ
は，企業が労組の結成やその組織的抵抗の阻止を狙った労組対策としてこO
制度を利用してきたという事実に基因するものであった。それは，いみ口く
















































































小 売業 ……… …… ……‥●
保険業 ………………… …
ガスおよび電気 事業 … …
全経営者 ボ ーナス制度数　　 据え置き 制度 の比率
????????????
66％28201813
Harland Fox, Top  Executive Compensation, Report, No. 706, The Conference Board,1976.










据え 置き利 潤分配制度 の比 率
53％392320
















































に対しては,  ERISA のもとで他の所得とは関係なく特別分離課税として資
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るとともに有能な経営者の長期的勤続を確保することにあったと い って よ
く，それ故，それに適応しうる報酬制度としての構造的，機能的役割がつよ
く求められてきたということができよう。モの意味において，この制度は，
それに応え得る主要な構造的機能を基本的に内包しており，今日，経営者に
対する主たる報酬制度として重視されでいるのである。　
かかる制度の意義やそれに適応し得る構造的機能は，利潤分配制度におい
て乱 その性格上，程度の差はあれ本質的に全く異なるものではない。もち
ろん，その制度の独自性の観点からいえば，すでにみたように，大多数の被
傭者を受給対象とし，基金の配分方法においてその分配額が受給参加者の基
本給に比例して支給されるなど，その刺激的効果には経営者ボーナス制度と
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比較して一定の限界がみられる。しかし，この制度0 有する主たる魅力は，
据え置き型制度において，基金に対する個人の拠出を認め，基金とその運用
利益，あるいは失効金によって退職後の生活保障の確保を可能にしていると
い うことである。ことに，概して高給を取得している職業的被傭経営者にと
っては，退職後の保障として求める相対的に高い給付額を，一定の制限のも
とで給付される適格退職制度によってのみ保障することは事実上困難である
という実情からいって，この制度が，課税制度上の保護のもとで果している
年金制度的機能は，経営者にとっても大きな意義を有しているものというこ
とができる。　
このようにみてくると，両制度におけるそれぞれの独自性は，それらの構
造的機能の果す特性によって必らずしも一様ではなく，たとえば経営者ボー
ナス制度においては，とくに刺激的機能を重視した企業者意識の昂揚や定着
性にウェイトがおかれ，利潤分配制度においては，とりわけ年金的機能を重
視した退職後の生活保障にかなりのウェイトをおいているなど，それぞれ異
なった特色を有しているものということができる。　
かくて，両制度が基本的に共通した性格を有する利潤分配的制度であると
はいえ，その独自性は，それぞれの制度に特有の色どりを与え，そして，モ
の特色が制度の全体構造に包摂せられることにより，それぞれが独自の制度
としての存在を明確にしているものと考えることができる。
